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1 前年度指摘事項等に対する措置等

( 1 ) 指摘事項 該当 な し

( 2 ) 監査意見 該当 な し

( 3 ) 決算審査意見 該当 な し

2 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項 (口頭指摘を含む。 ) に対する処理状況 該当な し

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

環境立県推進課 総務担当

･ 部の連絡調整に関す る こ と 。

･ 部の予算経理及び庶務に関する こ と (会計局審査出納課及び

庶務集中局集中業務課の所掌に属する もの を除 く 。 ) 。

･ その他部内他課の所掌に属 し ない こ と 。

環境立県戦略担当

･ 生活環境施策の企画及び総合調整に関す る こ と 。

･ 環境の保全のための総合調整に関する こ と 。
･ 環境影響評価に関す る こ と 。

･ 公害に係る紛争の処理に関する こ と 。

･ 環境教育に関する こ と 。

･ 環境活動の推進に関する こ と 。

I S O担当 環境管理システムに関す る こ と 。

グ リ ー ンニュー

デ ィ ール推進室

･ と っ と り 発グ リ ー ンニューデ ィ ールの推進に関する こ と 。

･ 地球温暖化対策に関する こ と 。

新エネルギーの普及及び推進に関する こ と 。
エネルギー対策に関する こ と 。

鉱業権に関す る こ と 。

4 職員の鬮員 現蠅詞冊べ

＼＼種＼＼別
区 分

竇鰯員 技銅職斑員 職能員 計
備 考

23. 4. 1

現 在

22. 4. 1

現 在

23. 4. 1

現 在

22. 4. 1

現 在

23. 4. 1

現 在

復し 4. 1

現 在

23. 4. 1

現 在

“し 41 1

現 在

定 員 1 5 1 5 7 7 O O 2 2 2 2

現 員
(2 )

1 7

(〇

1 7
7 6 O O

(2 )

2 4

( 1 )

2 3

22年度育児休業 1 名

23年度産休1 名 、 育児休業1 名

過不 足 (勾 2 2 O △ 1 O O 2 1

臨 時 職 員 O 坤I ○ 1

非常 勤職員 3 3 3 3 部長秘書 1 名 、 補助 2 名



5 役付職員の調べ

職 名 氏 名
在職期間

備 考
年 月

生 活 環 境 部 長 法 橋 誠 2 5

生 活 環 境 部 次 長 三 木 文 責
-

5

環 境 立 県 推 進 課 長 白 石 祐 治 5

グリーンニューディール推進室長 小 林 真 司
･

5

課 長 補 佐 高 務 裕 子 2 5

主 幹 中 村 弥 生 5

主 幹 山 内 英 子 5

主 幹 後 藤 田 拓 也 5

主 幹 原 雅 人 5

主 幹 松 本 秀 樹 1 5

2 3 9 1 日



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

E V タ ウ ン推進事業

決算額
20, 382千円

(財源内訳)

繰入金

1 5 , 500千円

一般財源

4, 882千円

0将来 ビジ ョ ン

m 守る

(1 ) 豊かな 自然環境を

守 り 、 育て、 次世代に

つなげる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア) 目 的

環境にやさ し く 、 C 0 2排出量の削減効果がある電気自動車 ( E V ) の普及を推進
する 。

(イ ) 事業の実施状況

1 カーシ ェ ア リ ングの実施

県公用車と しての率先利用 と E V の体験機会の創出によ る P R を推進するために
レンタ カー事業者と連携 してカーシ ェ ア リ ング (平 日 は県が公用車と して活用 し 、

土 日祝日 は一般県民、 観光客等へ レンタ ル) を実施。

2 充電イ ンフ ラの整備

県内を安心 して走行でき る環境を整備するために充電設備に対する補助事業を実

施 し、 充電イ ンフ ラの整備を推進。

【補助制度の概要】

区分 補助対象経費 補助率 補助上限額 l
急速充電器 充電器本体 ･ 設置工事費等 県 1 / 2 市 町 村 : 3 , ooo千円 l

(国補助等の収入額除 く ) 民間事業者 1 , 500千円 -
泣通充電器 充電器本体 ･ 設置工事費 県 2 / 3 200千円 l

･ (国補助等の収入額除 く ) -

3 岡山県と連携 したモデルルー トの検討

5 月 に行われた鳥, 取岡山両県知事会議において 、 充電設備と観光ルー ト を組み合

わせた ドライ ブルー トやゾーンの設定などに取 り 組む こ と に合意。 1 0 月 に蒜山 ･
大山エ リ アにおいて岡山県 と共同で E V観光モデルルー ト調査を行 う と と も に、 両

県で充電イ ンフ ラの整備に取 り組んだ。

イ 平成 2 2 年度の事業実施に当た り 改善等に取 り組んだ点

平成 2 2 年度新規事業のため改善等特にな し

ウ 成 果

平成22年1 2月 、 経済産業省の ｢ E V ･ P H V タ ウ ン｣ の一つ と して選定され岡山県

と連携 した E Vの普及モデルを全国に発信する こ とが期待されている 。

･ 補助金の活用等によ り 、 急速充電器9基、 普通充電器21 基が設置され、 充電イ ンフ
ラの整備が進んだ。

【急速充電器設置状況 (H22 . 3月 末) 】 ･

部 日産プ リ ンス鳥取千代水支店

中 プラ ンナールみさ さ 、 道の駅ポー ト赤碕、
も" 蟹 盗盡離麟を 磁 州彌“㈱…“鬘 東 岩美町役場、 県庁本庁舎、

部 中部総合事務所

西 緑水園、 西部総合事務所、

部 鳥取日産米子営業所

県内の電気自動車登録台数は、 平成22年3月 末の5台か ら平成23年3月 末には64台 と

大幅に増加 した。

県内でガソ リ ン 自動車を電気自動車に改造する事業者が現われるなど、 E Vの普及
を促進する取 り組みが見られる よ う にな った。

工 課 題

･ 長距離移動のため、 高速道路のサー ビスエ リ ア、 パーキングエ リ アへの充電設備の
設置を働きかける必要がある 。

充電イ ンフ ラの整備に併せて、 E V観光ルー トの P R等によ る E V 利用促進を図る
必要がある 。

区分 補助対象経費 補助率 補助上限額

急速充電器 充電器本体 ･ 設置工事費等

(国補助等の収入額除 く )

県 1 / 2 市 町 村 : 3 , 000千円

民間事業者 : 1 , 500千円

普通充電器 充電器本体 ･ 設置工事費

(国補助等の収入額除 く )

県 2 / 3 200千円

東

部

岩美町役場、 県庁本庁舎、

日産プ リ ンス鳥取千代水支店

中

部

プラ ンナールみさ さ 、 道の駅ポー ト赤碕、

中部総合事務所

西

部

緑水園、 西部総合事務所、

鳥取 日産米子営業所



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

住宅用太陽光発電等

導入促進事業

決算額

1 1 8 ,978千円

く財源内訳)

繰入金

1 1 8 ,927千円

一般財源

51 千円

0将来ビジョン

m 守る

( 1 )豊かな 自 然環境を

守 り 、 育て 、 次代につ

なげる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア) 目 的

太陽光発電システム等の新エネルギー設備及びLED照明 、 高効率給湯器等の省エネ

ルギー設備の導入促進を図 り 、 家庭におけるC02排出量を削減するため 、 太陽光発電

システムとその他の設備等を同時に複合的に導入する事業に対して 、 市町村と連携して

支援し 、 地球温暖化対策を推進するとともに地域の景気 ･ 雇用対策に資する 。

(イ ) 事業の実施状況

次の表のとおり市町村への助成を実施した 。

補助金/項目 鳥取県住宅用太陽光発電等導入推進補助金

補助対象者 市町村

概要 県内の住宅 (店舗、 事務所等との兼用は可) に 、 住宅用

太陽光発電システムと併せて省エネ設備等を設置する者

に補助を行う市町村に対し 、 県が補助する 。

補助率 3分の2 ( 1 件当た り太陽光発電 : 1 00千円/kW 4kwま

(限度額) で、 省エネ設備等 : 50千円 )

補助金額 1 1 8 ,927千円 ( 1 4市町村)

イ 平成22年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

とっと り発グリーンニューディール基金を活用し 、 家庭部門からのC02排出量の削減に

つなげるため 、 太陽光発電システムとその他の設備を複合的に導入する事業に対して助

成を実施した。 (平成2 1 年度は太陽光発電システム単独の助成)

※とっとり発グリーンニューディール基金 : 国の補助金を活用し、 平成 21 年度に約8 . 9億

円の基金造成をした 。 H2 1 ~23 年度に取り崩し 、 県及び市町村の温暖化対策事業等の

財源に充当する 。

ウ 成 果

平成22年度の補助金を活用した太陽光発電導入量は2,604kwであ り 、 これにより C02

排出量が年間約1 ,290t‐C02削減できる 。

太陽光発電導入量 (上段は年度、 下段は導入量[kw] )

H 1 3 H 1 4 H 1 5 H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H20 H2 1 H22

372 966 1 ,067 1 , 347 1 ,4 1 1 1 ,238 667 743 2,449 2,604

エ 課 題

住宅用太陽光発電は、 平成2 1 年度から始めた本補助金の活用等により採算性が向上

したため 、 導入量が飛躍的に増加した。

グリーンニューディール基金繰入金を財源としているため 、 現行の制度は平成23年度

限り とするが、 再生可能エネルギーを核としたエネルギーシフトを進めるため 、 今後も支援

を継続し、 更なる導入拡大につなげる必要がある 。

補助金/項目 鳥取県住宅用太陽光発電等導入推進補助金

補助対象者 市町村

概要 県内の住宅 (店舗、 事務所等との兼用は可) に 、 住宅用

太陽光発電システムと併せて省エネ設備等を設置する者

に補助を行う市町村に対し 、 県が補助する 。

補助率

(限度額)

3分の 2 ( 1 件当た り太陽光発電 : 1 00千円/kW 4kwま

で、 省エネ設備等 : 50千円 )

補助金額 1 1 8 ,927千円 ( 1 4市町村)

H 1 3 H 1 4 H 1 5 H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H20 H2 1 H22

372 966 1 ,067 1 , 347 1 ,4 1 1 1 ,238 667 743 2,449 2,604



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

地球 温 暖 化 防止 推

進事 業

と っ と り カーボンオフ

セッ ト推 進事 業

決 算額

9 , 3 5 3 千 円

( 財 源 内 訳 )

財 産収 入

1 , 2 6 8 千 円

雜 入

200千 円

一 般 財源

7 , 8 8 5 千 円

0将 来 ビジ ョ ン

田 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然 環 境

を守 り 、 育 て 次 代

につな げる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア ) 目 的

県民 ･ 事 業者 ･ 県が連携して 、 鳥取 県地球温暖化対策条例 に基づいた温室効果

ガス削減の具体的な行動 に取 り組むため 、 条例の運用 、 委託 による人材育成並び

に普及啓発 、 身近な温暖化防止活動である レジ袋の削減並びにカーボン ･ オフセッ ト

の推進を図る 。

※ カ ーボンオフセ ッ ト 排 出 した 二 酸 化 炭 素 などの 温 室 効 果 ガス を 、 植 林 、 自 然 エネル

ギーを利 用 した発 電 、 省 エネルギー設 備 へ の転換 な どで吸 収 あ る い は 削 減 して 、 排 出

に見 合 っ た分 の 埋 め 合 わせを し よ う と い う概 念 。 二 酸 化 炭 素 c a rb o n d i o x i d e の 排 出 を

相 殺 offs e tする と い う意 味 か ら 、 カ ーボンオフセッ ト と よ ばれる 。

( イ ) 事 業 の 実 施状 況

1 鳥 取 県 地球 温 暖 化 対 策 条例 に係 る普 及 啓 発

･ 鳥 取 県 地球 温 暖 化 対 策 条例 等 説 明 会 の 開 催

1 0 月 1 日 倉 吉体 育 文 化 会館 参 加 者 1 0 9 名

･ 特 定 事 業 者 の取 組計 画 書 の提 出 ･ 公 表

本 条例 に よ り 、 ｢ 特 定 事 業 者 ｣ ( 県 内 の 工 場 等 にお ける 原 油 換算 エネルギ

ー使 用 量 が 1 , 5 0 0 k l 以 上 の 事 業 者 ) は取 組 計 画 書 を作 成 し 、 提 出 する こ と と

なった 。 平 成 2 2 年 度 に 県 内 の 7 0事 業 者 が取組計 画 書 を提 出 し 、 県 はホー
ムページで公 表 を行 っ た 。

【 参 考 】

鳥 取 県 地球 温 暖 化 対 策 条例 ( 平 成 2 1 年 3 月 2 7 日 制 定 )

平 成 2 1 年 6 月 1 日 一 部 施 行 ( 基 本 理念 部 分 )

平 成 2 2 年 4 月 1 日 全 面 施 行 ( 事 業 者報告 ･ 公 表 部 分 )

鳥 取 県 地球 温 暖 化 対 策 条例 施 行 規 則 ( 平 成 2 1 年 1 0 月 2 3 日 制 定 施 行 )

ただ し 、 事 業 者 報告 ･ 公 表 部 分 は 、 平 成 2 2 年 4 月 1 日 か ら 施 行

2 鳥 取 県 地球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進セン ターへの 委 託 事 業

特 定 非 営 利 活 動 法 人 EC O フ ューチャー と っ と り を 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 防 止

活 動 推 進セン ター ( 以 下 ｢ 県 セン ター ｣ と い う 。 ) に 指 定 し ( 平 成 2 2 年 6 月 1 8 日

~ 平 成 2 5 年 3 月 3 1 日 3 か 年 度 ) 、 次 の 事 業 を委 託 した 。

地 球 温 暖 化 防止 活 動 普 及 啓 発 事 業

鳥 取 県 地球 温 暖 化 防止 活 動 推 進 員 ( 以 下 ｢ 推 進 員 ｣ と いう 。 ) の 育 成事 業

県 センター事 業 実 績

( 1 ) イ ベ ン ト 等 で の 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 の 普 及 啓 発

( 対 象者 約 9 2 0 名 )

( 2 ) 地 球 温 暖 化 防止 関 連 行 政 施 策 調 査

普及啓発 (3 ) エ コ ポ ケ 普 及 啓 発 ( エ コ ポ イ ン ト を 活 用 し た 環 境

に や さ し い 消 費 行 動 を 呼 び か け る 社 会 実験 )
(4 ) ｢ 低 炭 素 杯 20 1 1 ~ 低 炭 素 地域 づ く り 全 国 フ オ ー

ラ ム ~ ｣ 発 表 ( 三 朝 町 調 理 セ ン タ ー )

( 1 ) 推 進 員 養 成 研修 カ リ キ ュ ラ ム の 作 成

人材育成 ( 2 ) 推 進 員 養 成 研 修 の 開 催
2 会 場 で 合 計 6 2 名 が 研 修 を 修 了 。

( 西部会場 H23 . 2 . 1 9 ~ 20 東部会場 H23 . 2 . 2 6 ~ 27 )

県 センター事 業 実 績

普及啓発

( 1 ) イ ベ ン ト 等 で の 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 の 普 及 啓 発

( 対 象者 約 9 2 0 名 )

( 2 ) 地 球 温 暖 化 防止 関 連 行 政 施 策 調 査

(3 ) エ コ ポ ケ 普 及 啓 発 ( エ コ ポ イ ン ト を 活 用 し た 環 境

に や さ し い 消 費 行 動 を 呼 び か け る 社 会 実験 )
(4 ) ｢ 低 炭 素 杯 20 1 1 ~ 低 炭 素 地域 づ く り 全 国 フ オ ー

ラ ム ~ ｣ 発 表 ( 三 朝 町 調 理 セ ン タ ー )

人材育成

( 1 ) 推 進 員 養 成 研修 カ リ キ ュ ラ ム の 作 成

( 2 ) 推 進 員 養 成 研 修 の 開 催

2 会 場 で 合 計 6 2 名 が 研 修 を 修 了 。

( 西部会場 H23 . 2 . 1 9 ~ 20 東部会場 H23 . 2 . 2 6 ~ 27 )



事 業 名 概 要

3 ノー レジ袋 推 進 の取 組

毎 月 1 0 日 をノー レジ袋 デーと し 、 主 要 なスーパーマーケッ ト の 店 頭 で啓 発 グ

ッズ ( ティッシ ュペーパー 、 ステ ッカー ) を配 り な が ら レジ袋 の 削 減 マイバッグ

の持参 の 呼 びか けを実 施 した 。

地 区 実 施者

東 部 地域 鳥 取 市 消 費 者 団 体 連絡 協 議会 、 東 部 消 費 者 モニター協
議会 、 鳥 取 市 、 県

とっ と り 県 消 費 者 の 会 、 東 伯 郡 女 性 団 体連 絡協 議 会 、

中 部 地域 三 朝 町 商 工 会 女 性 部 、 北 栄 町 女 性 団 体 連 絡 協 議 会 、

中 部 市 町 、 県

西 部 地域 米 子 市 生 活 学 校 連 絡 協 議 会 消 費 者 協 会 連 合 婦 人
会 、 米 子 市 、 日 吉 津 村 、 県

レ ジ 袋 削 減 に有 効 な手 法 で あ る レ ジ 袋 の 有 料 化 に 向 けた検 討 を事 業 者

消 費 者 団 体 ･ 行 政 で行 った 。

4 と っ と り カーボンオフセ ッ ト推 進 事 業

｢ カーボンオフセ ッ ト ｣ を 、 県 民 に身 近 なもの と して と ら えて いただき 、 県 内 の 取

組 みを推 進 する た め 、 新 聞 広 告 ( 2 回 ) 、 シ ンポジ ウ ム ( 1 回 約 7 0 名 ) 等 の 普 及

啓 発事 業 を実 施 した 。

イ 平成2 2年度の事業実施に当た り改善等に取 り組んだ点

特 定 非 営 利 活 動 法 人 E C O フ ューチャーと っ と り を 県 セン ター に指 定 し 、 人 材

育 成 ･ 普 及 啓 発 事 業 を委 託 する こ と に よ り 、 県 セン ターを 中 心 とする 事 業 展 開

を 図 っ た 。 ま た 、 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 を 県 民 運 動 と して草 の根 的 に広 げ 、 地

域 や 家 庭 に根 付 いた活 動 とする ため 、 推 進 員 委 嘱 制 度 を 開 始 した 。

ウ 成 果

1 鳥 取 県 地球 温 暖 化 対 策 条例 に係 る普 及 啓 発

7 0 の 特 定 事 業 者 が温 室 効 果 ガスの 抑 制 等 につ いての計 画 を作 成する こ と

によ り 、 計 画 的 な二 酸 化 炭 素 の抑 制 目 標 を策 定 する こ とができた 。

区分 平成2 1 年度 平成24年度 削減効果
(基準年度 ) ( 目 標 )

取組計画書による二酸 トン トン トン

化炭素削減の見込み 8 1 2 , 948 . 3 80 2 , 9 8 2 . 9 △ 9 , 9 6 5 . 4 ( △ 1 . 2% )

2 鳥 取 県 地球 温 暖 化 防止 活 動 推 進センターへの 委 託 事 業

推進員養成研修修了者62名 の う ち 、 5 2名 を 推進員 に委嘱 し た 。

3 ノー レジ袋 推 進 の取 組

ノー レジ袋 デー店 頭 キャンペーン等 の普 及 啓 発 によ り H 2 0 年 度 の 取 組 当 初

レジ袋 辞 退率 が 1 割 合 だったも の が 、 約 3 割 まで上 昇 した 。

地 区 実 施者

東 部 地域
鳥 取 市 消 費 者 団 体 連絡 協 議会 、 東 部 消 費 者 モニター協

議会 、 鳥 取 市 、 県

中 部 地域

とっ と り 県 消 費 者 の 会 、 東 伯 郡 女 性 団 体連 絡協 議 会 、

三 朝 町 商 工 会 女 性 部 、 北 栄 町 女 性 団 体 連 絡 協 議 会 、

中 部 市 町 、 県

西 部 地域
米 子 市 生 活 学 校 連 絡 協 議 会 消 費 者 協 会 連 合 婦 人

会 、 米 子 市 、 日 吉 津 村 、 県

区分
平成2 1 年度

(基準年度 )

平成24年度

( 目 標 )
削減効果

取組計画書による二酸

化炭素削減の見込み

トン

8 1 2 , 948 . 3

ト ン

80 2 , 9 8 2 . 9

ト ン

△ 9 , 9 6 5 . 4 ( △ 1 . 2% )



事 業 名 概 要

4 カーボン ･ オフセ ッ ト

国 内ク レジッ ト制度については 、 新た に4件が事業 申 請また は承認となった ( 累計

7 件 ) ほか 、 森林J‐VE R制度 については 、 8 件のプロ ジェク トが取 り組まれている 。 ま
た 、 県有林J‐VE Rプロ ジェク トについては 、 62 1 t‐C0 2のうち 1 58tC0 2が販売できた 。

国 内 クレジッ ト制度 中 小企業等がC02排 出 削減に取 り組み 、 そ の 削減分をク
レジッ トと して大企業等へ販売できる仕組み 。 ( 大企業等の

自 主行動計画等の 目 標達成のために活用する制度 )

森林J‐VER制度 間 伐や植林等の 森林経営 活動 による C02 の 吸収を増 や

すプロジェク トに対 して 、 国認証のク レジッ トが発行され 、 販
売できる仕組み 。

国 内 ク レ ジ ッ ト 実施状況

事 業 者 名 内 容 年 平 均 事 業 計 画
< 共 同 実 施 者 > ( ト ン 一 C 0 2 ) 承 認 日 等

巽緋も 鱗鴎盤 … 鞁付 I( 重 油 ご 鶏 糞 バ イ オ

種 菌 育 成 場 に お け

菌 興楓協 ) マス ) “ “ “ “ l種 苗 育 成 場 る ホ ◆ イ ラ ー の 更 新 及 2 3 7
く 力 -ボ ン フ リ ‐ コ ンサル テ ィ ン グ > び 空 調 設 備 の 更 新

郷※““ 誇廉霊 …23 1 2 7 -所 で の ペ レ ッ ト ポ

イ ラ ー ヘ の 転換

大 和 リ ゾ ー ト ( 株 ) 宿 泊 施議事 fナ る 骼 燃 lく 大 和 ハ ウ ス 工 業 ( 株 ) > 空 調 設 備 の 更 新 3 5 4
( 重 油 → 電 気 )

工 課 題

1 鳥 取 県 地球 温 暖 化 防 止 活 動 推進センターへの 委 託 事 業

地域への地球温暖化防止活動の推進のためには 、 住 民に身近な市町村の協 力

も必要である こ とか ら 、 市 町村と連携 して推進員 の活動を広 げてい く こ とが必要で
ある 。

推進員各 自 が地域で活動 して〈ため に必要な知識の習得や資質 向 上を図 るため
の取組が必要である 。

2 ノー レジ袋 推 進 の 取 組

レジ袋辞退率 は約 3割で横 ばいとなって お り 、 レジ袋辞退率の さ ら なる 向 上 に

は 、 他 県でも見 られるよう にレジ袋の有料化が効果 的であるが 、 事業者側から レジ

袋有料化に向 けて 、 足並みが揃わない 中 での実施を懸念する声があ り 、 実施に至
っておらず 、 情報共有をしながら継続して検討が必要である 。

3 カーボン ･ オフセ ッ ト

国 内 ク レジッ ト制 度 、 森林 J‐VER制 度 共 に 、 県 内 での取 り組み件数を増 やすた
め 、 一層の普及啓発を図ることが必要である 。

国 内 クレジッ ト制度 中 小企業等がC02排 出 削減に取 り組み 、 そ の 削減分をク
レジッ トと して大企業等へ販売できる仕組み 。 ( 大企業等の

自 主行動計画等の 目 標達成のために活用する制度 )

森林J‐VER制度 間 伐や植林等の 森林経営 活動 による C02 の 吸収を増 や

すプロジェク トに対 して 、 国認証のク レジッ トが発行され 、 販
売できる仕組み 。

事 業 者 名
< 共 同 実 施 者 >

内 容
年 平 均

C0 2 削 減 量
( ト ン 一 C 0 2 )

事 業 計 画
承 認 日 等

( 株 ) 大 山 ど り
く ( 株 ) F T かボ ン >

ブ ロ イ ラ ー農 場 に お け
る 空 調 設 備 の 更 新
( 重 油 ご 鶏 糞 バ イ オ

マ ス )

3 8 3 申 請 受 付 I
菌 興 椎 茸 ( 協 )
種 苗 育 成 場
く カ ーホ ◆ ン フ リ ー コ ンサル テ イ ン ク ◆ >

種 菌 育 成 場 に お け
る ホ ◆ イ ラ ー の 更 新 及
び 空 調 設 備 の 更 新

2 3 7 申 請 受 付 l
大 山 町

く 大 山 ハ ム ( 株 ) >

本 庁 舎 の 空 調 設 備

の 更 新 及 び 中 山 支
所 で の ペ レ ッ ト ポ

イ ラ ー ヘ の 転換

5 6 H 2 3 . 1 . 2 7 -
大 和 リ ゾ ー ト ( 株 )
く 大 和 ハ ウ ス 工 業 ( 株 ) >

宿 泊 施 設 に お け る

空 調 設 備 の 更 新
( 重 油 → 電 気 )

3 5 4 H 2 3 . 3 . 2 3 l



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

ス マ ー ト タ ウ ン

推 進 可 能 性 調 査

事業 (繰越)

決算額

96 , 828千円

(財源内訳)

国庫支出金

96 , 828千円

0将来 ビジ ョ ン

m 守る

(1 )豊かな 自 然環境を

守り 、 育て 、 次代につ

なげる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア ) 目 的

県内における再生可能エネルギー資源の把握と その活用に係る調査事業を行 う こ

と によ り 、 地域資源である再生可能エネルギーを最大限活用 して い く 仕組みづ く り

を推進する 。

(イ ) 事業の実施状況

国の平成21 年度第二次補正 ｢緑の分権改革｣ 推進事業 (総務省 : 国庫1 0/1 0委託事

業) を活用 し 、 次の調査事業を行った。 (平成22年度明許繰越で実施)

7 スマー ト タ ウ ン推進可能性調査事業 ( ｢緑の分権改革｣ 推進事業) (43 , 995千円)

･ 実施主体 鳥取県

事業概要

鳥取県内の再生可能エネルギーの賦存量、 利用可能量等の調査を行った。

地域ごと の特性に対応 した再生可能エネルギーの地域モデルの設定、 電力需給

量のデータ収集及び分析、 再生可能エネルギーの大量導入に向 けた課題及びその導

入可能性の検討を行った。

2 鳥取市再生可能エネルギー賦存量調査業務 (8 , 820千円 )

実施主体 鳥取市 (県か ら鳥取市へ再委託)

事業概要

鳥取市内の再生可能エネルギーの賦存量、 利用可能量等の調査を行った。

市内の河内川において流量、 水位の実測等を行い、 マイ ク ロ 水力発電の導入可

能性の検討を行った。

3 北栄町ク リ ーンエネルギーネ ッ ト ワーク推進可能性調査事業 ( ｢緑の分権改革｣ 推

進事業) (44 , 0 1 3千円 )

実施主体 北栄町 (県か ら北栄町へ再委託)

事業概要

北栄町内の再生可能エネルギーの賦存量及び利用可能量を調査 した。

太陽光発電と蓄電装置を組み合わせたマイ ク ロ グ リ ッ ドシステムを導入 し 、 デ

ータ収集及び分析、 低炭素化やエネルギーコ ス ト削減効果等の有効性の検証を行っ

た。

イ 平成 2 2 年度の事業実施に当た り 改善等に取 り組んだ点

平成 2 2 年度新規事業のため改善等特にな し

ウ 成 果

地域ごとの特性に対応 した再生可能エネルギーの地域モデルの設定、 電力需給量の

データ収集及び分析、 再生可能エネルギーの大量導入に向けた課題及びその導入可能

性の検討を行い、 スマー ト タ ウ ンの実現に向けたモデル構築の検討及び課題の整理が

できた。



例 ) 鳥取 県の地域特性を踏ま え た地域モ デルの設定

蕁護雙檄鬘蝋鬘鱗護襄嚢務 "簸獲糞癲援礬讓孃蓑癈淺嫌う霧驚き簾簸議壤巽鱗災淺鱗騒翼溌騒簾鬱轢鬘讓諄淺!鰯孃鱗←
･ 太陽光発電 ･ 小型風力発電 (中高層建物)

①中心市街地 . 太陽熱利用 . バイオマス発電 . 熱利用 (廃棄物)
･ 太陽光発電 ･ 小型風力発電 (住宅)

②住宅地 . 太陽熱利用 . バイオマス発電 . 熱利用 (廃棄物)
･ 太陽光発竃 ･ バイオマス発電 ･ 熱利用 (木質 ･ 農業)

③中山間地 . 太陽熱利用 . 小水力発電
･ 太陽光発電 ･ 小型風力発電

④観光地 ･ 温泉地 . 太陽熱利用 . バイオマス発電 . 熱利用 (農業 ･ 畜産)

. 太陽光発電 . 温泉熱発電 . 熱利用
⑤農村地 . 太陽熱利用 バイオマス発電 熱利用 (水産 廃棄物)

･ 大型風力発電 (既設)

工 課 題

スマー ト タ ウ ンの実現に向けて 、 再生可能エネルギーの導入促進を図る と と も に、

需給に応 じて効率的にエネルギーを供給する仕組みづ く り が必要である 。

凝議難淺露藝鳶職搬饑 l嫌耗藝~纂瀕さ淺 簸癈漉鱗籏讓拷繁蓑総礬箋讓癈 森疑義凝議癈癪螂鱗騒ぎ総昶纖灘趨き護翼灘褻灘凝轢き蓑皺ま
談議裟l轢き !総鰍轢く裟藤《鱗鰯: ,熟議捌き軽震なぜ‐麦嫌疑淺賜湖競多芸菱稼ぎ鱗漱が!燐

①中心市街地
･ 太陽光発電

･ 太陽熱利用

･ 小型風力発電 (中高層建物)

･ バイオマス発電 ･ 熱利用 (廃棄物)

蝕宅地
･ 太陽光発電

･ 太陽熱利用

･ 小型風力発電 (住宅)

･ バイオマス発電 ･ 熱利用 (廃棄物)

③中山間地
･ 太陽光発竃

･ 太陽熱利用

･ バイオマス発電 ･ 熱利用 (木質 ･ 農業)

･ 小水力発電

④観光地 ･ 温泉地
･ 太陽光発電

･ 太陽熱利用

･ 小型風力発電

･ バイオマス発電 ･ 熱利用 (農業 ･ 畜産)

⑤農村地

･ 太陽光発電

･ 太陽熱利用

･ 大型風力発電 (既設)

･ 温泉熱発電 ･ 熱利用

バイオマス発電 熱利用 (水産 廃棄物)



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

環 境 に や さ し い

LED照 明 導 入 促進

事 業

LE D照 明 率 先 導 入

事 業

決 算額

3 6 , 6 2 9 千 円

( 財 源 内 訳 )

国 庫 支 出 金

4 , 6 5 0千 円

一 般 財源

3 1 , 9 7 9 千 円

0将 来 ビジ ョ ン

m 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然 ･ 環

境 を守 り 、 育 て次 代

につな げる

ア 目 的 及 び事 業 の 実 施状 況

(ア ) 目 的

と っ と り 発 グ リ ーンニューディールの 一 環 と し 、 県 内 で製 造 される LE D 照 明 製 品

の 導 入 促 進 に よ り 県 内 にお ける L E D 関 連 事 業 者 全 体 ( 全 体 で 3 0社 程 度 ) の

活 性 化 を 図 る 。

( イ ) 事 業 の 実 施状 況

①環境 にやさ しい LE D照 明 導 入 促 進事 業

1 ) 企 業 連携 型

各 種 LE D 製 造 事 業 者 が新たな分 野 にチャ レンジする 、 も し く は 先 進 的 な LE

D 照 明 を 開 発 し 、 そ の普 及 計 画 を作 成 してモデル的 に導 入する経 費 に対 して

助 成 した 。

0補 助 率 1 / 3 ( 1 計 画 あた り の 上 限 額 5 , 0 0 0 千 円 )

2 ) 地 域 連 携 型

市 町 村 が 、 地 元 企 業 や地 区 と連 携するな ど して 、 商 店 街 アーケー ド照 明 、 防

犯 灯 、 公 園 照 明 などに対 して市 町 村 が直 接 実 施 、 も し く は地 区 等 に補 助 する

経費 に対 して助 成 した 。

0補 助 率 . 1 / 2 ( 1 計 画 あた り の 上 限額 1 0 , 0 0 0 千 円 )

② LE D照 明 率 先 導 入 事 業

県 が率 先 的 に L E D 照 明 を導 入 する こ と に よ り 、 L E D 製 造 事 業 へ の 積 極 的

参 入 及 び新たな商 品 開 発 を促すた め 、 県 有 施設 へモデル的 に導 入 した 。

イ 平 成 2 2 年 度 の事 業 実 施 に 当 た り 改 善 等 に取 り 組んだ点

①環境 にやさ しい LED照 明 導 入 促 進事 業

企 業 連 携 型 につ いて 、 L E D 製 造 事 業 者 が新 たな分 野 にチャ レン ジす る 、 も し く

は 先 進 的 な LE D 照 明 を 開 発 し 、 適 正 に事 業 を実 施する ため 、 審 査 会 を 年 2 回

設 け 、 プレ ゼン審査 を実 施 した 。

② LE D 照 明 率 先 導 入 事 業

県 有 施 設 での 県 民 等 に 対 する P R効 果 や L E D 照 明 の 特 長 を 生 かせ る 等 の 効

率 性 の高 い箇 所 へ の導 入 を進 め る ため 、 県 庁 舎 に限 らず 、 図 書 館 や集 客 力 の

高 い施 設へ重 点 的 に導 入 した 。

導 入 施 設 と っ と り 砂 丘 こ ど も の 国 、 と っ と り 花 回 廊 、 と り ぎん 文 化 会 館

県 立 中 央 病 院 倉 吉 未 来 中 心 県 立 図 書館 等

ウ 成 果

県 内 企 業 の新規参 入 や県 内 外 へ の 販 路 の拡 大 、 新 たな製 品 開 発 が行 われる

など 、 LE D 関 連 産 業 全 体 の活 性 化 発 展 に効 果 があった 。

区 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 2 年 度

新規参 入 アロー産業㈱、 鳥取電子㈱、 三洋電機㈱㈱フィアライ ト 、 光電気通信システム㈱ 、 ㈱三友

販 路拡 大 事務所、 工場 、 ガソ リンスタン ド他 理美容業、 食品店舗 (コンビニ) 、 駐車場他

新 製 品 の

開 発

蛍 光 灯 型 LE D 電 球 型 L E D 、 L E Dパネル照 明 、 屋

外 用 LE D 照 明 ( 水 銀 灯 代 替 ) 他



事 業 名 概 要

① 環境にやさしいLED照 明導入促進事業

l 補 助 事 業 者 I 製 造 事 業 者 I 導 入 敷 く科 補 助 金 額 ( 円 ) 導 入 内 容

I 企 業 連 携 型補 助 金

-
ア ロ ー産 業㈱ 7 8 4 3 , 3 0 2 , 0 0 0 食 品 店舗 、 工場等

鳥 取 電子㈱ 34 3 2 , 2 3 7 , 2 9 8 き の こ 生 産 所 、 駐 車 場 等

フ イ ア ラ イ ト ㈱ 1 3 5 5 9 , 0 0 0 自 動 車 整 備 工 場

光電気通信システム㈱ 3 7 4 5 4 , 0 0 0 自 動 車 整 備 工 場

三 友 ㈱米 子 工 場
-

1 6 6 , 0 0 O ガ ソ リ ン ス タ ン ド

計 1 , 1 7 8 6 , 7 1 8 , 2 9 8

地 域 連携 型補 助 金

北 栄 町 光電気通信システム㈱

鳥 取 電 子 、 三 洋 電 機㈱ 、

三 友㈱米子工 場

7 2 1 , 1 4 4 , 5 0 0 防 犯 灯 ( 蛍 光 灯 型 LE D

防 犯 灯 ( 水 銀 灯 型 L E D

倉 吉 市 鳥 取 電 子 、 三 洋 電 機㈱ 、

三 友㈱米子工 場

1 3 4 1 , 7 8 7 , 0 7 7 防犯灯 (街灯 用 LE D

、 蛍 光 灯 型 LE D )

境 港 市 鳥 取 電子 1 3 2 3 , 0 3 1 , 0 0 0 防 犯 灯 ( 螢 光 灯 型 L E D )

計 3 3 8 5 , 9 6 2 , 5 7 7

l 合 計 1 , 5 1 6 1 2 , 6 8 0 , 8 7 5

② LED 照 明 率 先 導 入 事 業

l 導 入 箇 所 導入鰍本) 執 行 額 ( 円 ) 備 考

I 鳥 取 砂 丘 こ ども の 国 管理棟事務室 、 砂の工房他 9 4 9 8 6 , 3 7 0 子育て支援総室実施

l と っ と り 花 回 廊 券 売 所 、 回 廊 トンネル他 34 1 4 , 4 1 2 , 1 0 0 生産振興課実施

l 鳥 取 停 車 場 線 若桜街道 (駅前通 り )街路灯 5 2 , 5 7 2 , 5 0 0 道路企画課実施

- と り ぎ ん 文 化 会 館 1 階 通 路 、 展 示 室 2 2 1 1 , 9 9 8 , 1 9 2 文化政策課実施

- 倉 吉 未 来 中 心 セ ミナール ･一ム 、 他 40 4 1 , 9 9 1 , 8 0 8 文化政策課実施

図 書 館 駐輪 場 、 屋 外 入 口 、 他 40 2 , 0 6 4 , 3 0 0 教育環境課実施

鳥 取 聾 学 校 廊 下 、 屋 外 防 犯 灯 6 0 1 , 5 9 3 , 9 0 0 教育環境課実施

中 央 病 院 薬 局 前ホール 5 0 1 , 4 9 9 , 9 2 5 環境立県推進課実施

西部総合事務所 構 内 駐車 場 3 2 , 1 0 0 , 0 0 0 西部総合事務所実施

合 計 1 , 2 1 8 1 9 , 2 1 9 , 0 9 5

工 課 題

①環境にやさしいLED照 明導入促進事業

1 ) 企業連携型

県 内製造業者において 、 オフィスや工場等の事業者向 けの LED照 明 については開

発が進んでいる ところであるが 、 家庭 向 けの LED照 明 につ いて は開発が進んでいな

い状況をふまえて 、 引 き続き 、 家庭向 けの LED照 明 の製品 開発を含めた支援が必要

である 。

2 ) 地域連携型

多 くの市町村にLED照 明 の普及を図 るため 、 積極的な働きか けを行ってい く必要

がある 。

②LE D照 明 率 先 導 入 事 業

ランニングコス トの減少 、 またC0 2削減の観点から も 、 LED照 明 の 県有施設への

率先導入は継続して行う必要がある 。 引 き続き導入可能な県有施設に対 して積極的

な導入を検討する 。



7 決算調書 (総括表)

区分 科 目

予 :算 現 琵 [

支 出 済 額

B

支 出 済 覆 員 の 内 . 訳

翌年度繰越額

C

差引増減額

A ー B ー C

備 考
当初予算額 補正予算額

継続費及び繰越

事業費繰越額

予備費支出

及び流用増減 計A 本 庁 出納機関

歳出

一般管理費 O O 0 58 1 , 676 58 1 , 676 57 1 , 67 6 1 0 , 000 5 6 1 , 676 0 1 0 , 000

企画総務費 27 , 924 , 000 5 , 472 , 000 O O 33 , 3 96 , 000 32 , 73亀 907 32 , 73 1 , 907 O O 6 64 , 093

消費者支援対策費 48 , 867 , 000 2 , 5 98 , 000 0 O 5 1 , 465 , 00O 50 , 536 , 295 50 , 536 , 295 O 928 , 705

公衆衛生総務費 238 , 1 8 6 , 000 ‐5 , 780 , 00O 0 O 232 , 406 , 000 228 , 6 9 1 , 067 226 , 925 , 48 1 1 , 7 65 , 586 0 3 , 7 1 4 , 933

環境衛生総務費 549 , 085 , 000 34 , 755 , 000 O O 583 , 840 , 000 57 1 , 584 , 975 563 , 1 35 , 907 8 , 449 , 068 O 1 2 , 255 , 025

環境保全費 699 , 9 9 6 , 000 24 , 235 , 000 204 , 642 , 409 O 928 , 873 , 409 726 , 854 , 56 1 700 , 1 1 6 , 92 6 2 6 , 737 , 635 5 9 , 9 1 7 , 500 1 42 , 1 0 1 , 348

保健所費 538 , 533 , 000 ‐ 1 8 , 9 92 , 000 0 0 5 1 9 , 541 , 000 509 , 034 , 366 505 , 465 , 1 79 3 , 569 , 1 87 O 1 0 , 506 , 634

工鉱業総務費 1 3 , 962 , 000 ‐1 , 3 66 , 00O O O 1 2 , 596 , 000 1 2 , 220 , 482 1 2 , 220 , 482 0 375 , 5 1 8

土木総務費 34, 905 , 000 ‐3 , 7 1 3 , 000 O O 3 1 , 1 92 , 000 30 , 543 , 347 30 , 543 , 347 0 648 , 653

都市計画総務費 55 , 506 , 000 6 , 695 , 00O O O 62 , 20 1 , 000 6 1 , 1 52 , 642 6 1 , 1 52 , 642 O 1 , 048 , 358

公園費 1 3 , 9 62 , 000 2 , 008 , 000 0 O 1 5 , 970 , 000 1 5 , 599 , 058 1 5 , 5 9 9 , 058 0 370 , 942

住宅管理費 31 2 , 1 9 9 , 000 2 , 99 3 , 000 O O 3 1 5 , 1 92 , 000 308 , 0 1 7 , 067 307 , 320 , 306 696 , 76 1 0 7 , 1 74 , 933

合 計 2, 533 , 1 25 , 000 48 , 905 , 000 204 , 642 , 409 58 1 , 676 2 , 787 , 254 , 085 2 , 547 , 537 , 年蜷 2 , 505 , 757 , 530 41 , 779 , 9 1 3 59 , 9 1 7 , 500 1 79 , 799 , 1 42

同上財源内訳
/

衛生費国庫補助金 75 , 032 , 000 ‐3 , 265 , 000 1 5 , 528 , 659 O 87 , 295 , 659 9 3 , 1 1 9 , 722 / ‐5 , 824 , 063

衛生費委託金 0 O 99 , 1 90 , 00O 0 9 9 , 1 90 , 000 96 , 834 , 7 97 / 2, 355 , 203

財産貸付収入 1 34 , 000 0 0 O 1 34 , 000 1 34 , 848 / ‐848

利子及び配当金 9 , 702 , 000 0 0 O 9 , 702 , 00O 6 , 645 , 650 / 3 , 056 , 350

グ リ ーンニ ューデ ィ ール
基金繰入 470 , 285 , 000 30 , 472 , 00O 86 , 53 8 , 750 O 587 , 295 , 750 462 , 550 , 604 /

/

5 1 , 945 , 000 72 , 800 , 1 46

雑入 22 , 00O 500 , 00O O 0 522 , 00O 737 , 798 / ‐21 5 , 798

前年度繰越金 0 O 3 , 3 85 , 000 O 3 , 385 , 00O O / 3 , 385 , 000

小 計 555 , 1 75 , 000 27 , 707 , 000 204 , 642 , 409 0 787 , 524 , 409 660 , 023 , 4 1 9 / 51 , 945 , 000 75 , 555 , 990

一般県費充当 1 , 9 77 , 950 , 000 2 1 , 1 98 , 00O 0 58 1 , 67 6 1 , 999 , 729 , 676 1 , 887 , 5 1 4 , 024 / 7 , 972 , 500 1 〇4 . 2‘協 . 1 52

合 計 2 , 533 , 1 25 , 000 48 , 905 , 00O 204 , 642 , 409 58 1 , 676 2 , 787 , 254 , 085 2 , 547 , 537 , 牢蜷 / 59 , 9 1 7 , 500 1 79 , 79 9 , 1 42



8 事業別実施状況調べ

事 業 名 予 算 額 支出済額 羅篝蜑 差引残額 事業の計画と実績 ･ 成果

(一般管理費)
赴任旅費 ･ 生活環境部交際費 58 1 , 6 7 6 5 7 t , 6 7 6 T 0 ,00O 赴任旅費 西部生活環境局 5名

交際費 生活環境部長交際費

目 計 5816 76 57 1 ,6 76 1 0 ,000

、 . ･【 “ 】 -

(企画総務費)
職員人件費 33 , 39 6 ,000 32 , 73 1 , 9 07 664,093 支給対象 くらしの安心堆盗課 4名

目 計 33 ,396 ,000 32 , 73 1 , 907 664 ,093

. ･

( 消費者支援対策費)
職員人件費 5146 5 ,000 50 , 536 ,2 95 928 , 705 支給対象 消費生活センター フ名

目 計 5 1 ,465 ,00O 50, 53 6 ,295 928 ,705

(公衆衛生総務費)
職員人件費 232 ,406 ,00O 228 , 69 1 ,0 6 7 3 ,7 1 4 , 933 支給対象 衛生環境研究所 34名

目 計 232,406 ,00O 228 , 6 9 1 ,067 3 ,7 1 4 , 933

(環境衛生総務費)
職員人件費 583 , 840 ,000 57 1 ,5 84 , 9 75 1 2 ,255 ,025 支給対象 環境立県推進課 22名

水 ･ 大気環境課 1 3名

循環型社会推進課 9名

くら しの安心推進課 8名
景観まちづく り課 4名

公園 自然課 6名

砂丘事務所 4名

食肉衛生検査所 1 3名
計 7 9名

目 計 583 ,840 ,000 57 1 , 584 ,975 t 2 ,255 ,025

(環境保全費)

1 環境立県協働促進事業 3 ,340 ,000 1 ,3 祖 ,33 7 2 ,028 , 6 63

生で霧連絡調整等の経費

2とっと リエコフェスタ20 1 0実施事業 2,40 1 ,000 1 , 1 9 9 , 7 60 1 , 20 1 ,240

3鳥取県版環境管理システム (TEAS ) 普及事業 7J 83 ,00O 6 , 1 1 9 ,828 l ,0 63 , 1 72

主 4環境にやさしいLED照明導入促進事業
(4 , 6 50 ,000)

54 , 750 ,000

(4 , 650 ,000 )

1 7 ,404 , 249 1 , 1 3 8 , 500

(0)

3 6 ,207 ,25 1

主 5地球温暖化防止推進事業 9 ,2 90 ,00O 5 , 562 , 654 3 , 727 ,346

主 6住宅用太陽光発電等導入促進事業 1 6 7 , 68 1 ,00O 1 1 8 , 9 78 , 3 62 48 , 702 ,63 8

主 7 EVタウン推進事業 57 , 5 95 ,000 20 , 3 8 1 ,648 30 ,000 ,000 7 ,2 1 3 ,352

主 8 とっとりカーボンオフセッ ト推進事業 5 ,865 ,000 3 , 7 90 ,06 1 2 ,074 , 939

9生活環境部管理運営費 1 5 , 1 24 ,000 1 3 , 583 , 745 1 ,540 ,255

1 0とっと り発グリーンニューディール基金事業
(86 , 538 , 750)

38 1 , 5 95 , 750

(82 ,593 ,445 )

328 ,827 ,255 28 , 77 9 ,000

(3 , 945 ,305 )

23 , 989 ,495

川 北東アジア環境保護機関実務者協議会参加事業 2,6 75 ,000 429 ,405 2 ,245 , 595

1 2環境教育推進事業 3 ,5 50 ,000 2 , 634 , 1 32 9 1 5 , 868

1 3とっ と り環境ネットワーク支援事業 5 ,5 1 2 ,000 3 , 1 52 , 954 2 , 359 ,046

1 4環境保全行政費 3 ,474,00O 3 ,377 , 6 6 6 96 ,334

1 5環境影響評価推進費 1 ,2 l 7 ,000 0 1 ,2 1 7 ,000

1 6環境にやさしい県庁推進事業 1 ,250 ,000 1 ,002 ,5 1 4 247 ,486

1 7アイ ドリングストップ推進事業 1 ,080 ,000 649 , 882 430 , 1 1 8

博電源立地地域整備費 7 1 , 7 6 7 ,000 7 1 , 6 1 8 , 722 1 48 ,278

1 9鉱業権設定出願協議 70,000 O 70 ,000

主 20しED照明率先導入事業 20,000 ,000 1 9 ,224 ,345 7 75 ,655

主 ノーレジ袋推進事業
(3 , 385 ,000)

3 ,385 ,000

(0 )

0

(3 ,385 ,000)

3 ,385 ,000

鳥取発バスロケーション ･ 検索システム構築事業
(1 0 ,878 ,65 9 )

1 0 ,8 78 , 659

( 1 0 , 77 7 , 9 25 )

1 0 , 777 , 925

( 1 00 ,734)

1 00 ,734

主 スマートタウン推進可能性調査事業
(9 9 , 1 90 ,000)

9 9 , 1 90 ,00O

( 9 6 ,828 , 1 1 7 )

96 ,828 , 1 1 7

(2 ,36 1 , 8 83 )

2 ,36 1 ,883

目 計

(204, 642 ,409 )

928 ,8 73 ,409

( 1 94 , 849 ,487)

726 , 854 , 56 1

O

59 ,9 1 7 ,500

( 9 ,792 , 922)

1 42 , 1 0 1 ,348



事 業 名 予 算 額 支出済額 馨籍 差引残額 事業の計画と実績 ･ 成果

(保健所費)
職員人件費 5 1 9 ,54LOOO 509 ,034 ,3 66 1 0 , 506 ,634 支給対象 各総合事務所生活環境局 77 名

目 計 5 1 9 ,54 1 ,000 509 ,034,36 6 1 0 , 506 ,634

(工鉱業総務費)
職員人件費 1 2 . 596 . 00O 1 2 ･ 9 つn . 482 375 . 5 1 8 支給対象 くらしの安心堆准翌 2名

目 計 1 2, 596 ,000 1 2 ,220 ,482 375 , 5 1 8

(土木総務費)
職員人件費 3 1 . 1 92 ,000 30 ,543 , 347 648 , 653 支給対象 各総合事務所生活環境局 5名

目 計 3 1 . 1 92 ,000 30 ,543 ,347 648 , 6 53

(都市計画総務費)
職員人件費 62 ,20 1 ,00O 6 1 , 1 52 , 642 1 ,048 ,3 58 支給対象 景観まちづく り課 7名

公園 自然課 1 名

計 8名

目 計 62 ,20 1 ,00O 6 1 , 1 52 ,642 1 ,048 ,35 8

(公園費 )
職員人件費 1 5 ,970 ,00O 1 5 , 599 ,05 8 370,942 支給対象 公園 自然課 2名

目 計 1 5 ,970 ,00O 1 5 , 599 ,058 370,942

(住宅管理費)
職員人件費 3 1 5 , 1 92 ,000 308 ,0 1 7 ,06 7 7 , 1 74 , 933 支給対象 景観まちづく り課 2名

住宅政策課 1 4名

各総合事務所生活環境局 3 5名
計 5 1 名

目 計 3 1 5 , 1 92 ,00O 308 ,0 1 7 ,067 7 , 1 74 , 933

環境立県推進課 合計

(204,642 ,409 )

2 ,787 , 254 ,085

( 1 94 ,849 ,487 )

2 , 547 ,537 ,443 59 , 9 1 7 , 500

( 9 ,7 92 , 922 )

1 7 9 ,7 9 9 , 1 42

※上段 ( ) は 、 繰越額



別 紙

(環境保全費)

【環境立県協働促進事業】

県民との協働により 、 環境立県を実現するため 、 地域住民団体等が実施する環境立県に資する活動

に対して補助を行った 。 (平成22年度実施 : 1 2 団体)

【 とっと リエコフェスタ20 1 0実施事業】

地球温暖化防止をは じ め とす る環境問題について理解を深め、 県内の様々な環境に配慮 した取

組の展示等を通 して 、 一人ひ と り のラ イ フ ス タ イ ルを見直 し 、 温暖化防止活動に取 り 組むき っか

け と し 、 も っ て温暖化防止を県民運動 と し て推進するため開催 した。 (環境省中国四国地方環境

事務所の 3 R推進イ ベン ト と 一体的に実施。 )

開催 日 時 平成22年 1 0 月 24 日 ( 日 ) 午前 1 0時~午後4時

開催場所 どら ドラパーク米子補助グラウンド (米子市東山町 1 02 )

参加人数 延べBOO名程度

内容 -

【展示 ･体験コーナー】 【ステージイベント】 (環境省 )

電気 自動車 ･ プラグインハイブリッド 自動車の試乗 ･ 展示

太陽光発電展示

うちエコ診断

スタンプラリー

3Rクイズ大会

八頭町エコレンジャーショー

タレント野々村真トークショー

【鳥取県版環境管理システム (TE弘、S ) 普及事業】

ISO 1 400 1 の簡易版である鳥取県版環境管理システム (TEAS : テス ) I 種~ 田種審査登録制度につ

いて 、 事業所、 学校等に対して認証を実施し 、 普及に努めた 。

･ 鳥取県版環境管理システムの登録件数の状況

平成 2 1 年度末
登録件数 ( 1 )

平成 22 年度
登録件数 (2)

平成 22 年末
登録件数 ( 1 ) 十 (2)

次世代プロ グラム
目標値 (H22)

T E A S I 種 2 1 件 1 件 (取下 げ 1 件 ) 2 1 件

T E A S 肛 種
(中小企業等)

3 6 件 8 件 (取下 げ 6 件) 3 8 件

T E A S □ 種
(高等学校)

, 1 5 件 2 件 1 7 件

T E A S m種
(家庭、 地域) 2 7 4 件 0 件 2 7 4 件

T E A S m種
(小中学校等)

3 7 件 3 件 4 0 件

T E A S 田種
(店舗 ･ 小規模事業所)

3 0 0 件
6 3 件

(更新な し 3 4 件) 3 2 9 件

登録件数 (計) 6 8 3 件 3 6 件 7 1 9 件 7 0 0 件

携帯電話やインターネットで利用可能な電子環境家計簿｢わが家のエコ録｣ について普及に努めた 。

平成2 1 年度末 ( 1 ) 平成22年度 (2) 平成22年度末 ( 1 )十(2)

登録件数 64件 8 6件 1 50件



【 とっと り発グリーンニューディール基金事業】

国の補助金を活用し 、 ｢ とっと り発グリーンニューディール基金 (約8 . 9億 円 ) ｣を平成 2 1 年度に造成

した 。 平成 2 1 ~ 23 年度に取り崩 し 、 県及び市町村の温暖化対策事業等の財源に充当する 。

0平成 22 年度実施事業 (平成 2 1 年度からの繰越も含む )

【 県事業】

事業区分 事業実施課 事業名 事業費 (千円 )

公共施設

省エネグリーン化

公園 自然課 県立都市公園外灯 LED 化促進事業 1 2 , 68 1

環境立県推進課 EV充電器設置 4, 7 70

民間施設

省エネグリーン化

環境立県推進課 住宅用太陽光発電等導入促進事業 1 29 , 657

住宅政策課 環境にやさしい木の住まい助成事業 1 ,400

微量 PCB 対策 循環型社会推進課 微量PCB汚染廃棄物処理対策推進

事業

1 ,404

海岸漂着物 河 川 課 ･ 空 港 港湾

課

海岸漂着物等処理事業 26, 1 84

【市町村事業】

事業区分 事業主体 事業名 事業費 (千円 )

公共施設

省エネグリーン化

鳥取市 鳥取市立病院省エネ対策事業 30 , 1 40

倉吉市 倉吉市保育所施設省エネ改修事業 35,8 1 7

米子市 米子市児童文化センター省エネ改修事業 1 6 ,885

岩美町 岩美町省エネルギー ･ 新エネルギー導入促進事業 29 , 8 1 4

湯梨浜町 湯梨浜町庁舎省エネ改修事業 26, 22 1

湯梨浜町 ハワイゆーたうん省エネ対策整備事業 4,784

三朝町 三朝町役場庁舎省エネ対策整備事業 45 , 560

南部町 南部町庁舎省エネ改修事業 78,492

伯耆町 伯耆町岸本公民館省エネ改修事業 28 ,000

地域環境整備 伯耆町 伯耆町エコ レンタサイクル事業 27 ,2 1 6

不法投棄監視等 米子市 みんなできれいな住みよいまちづく り推進事業 5, 1 94

【北東アジア環境保護機関実務者協議会参加事業】

第 1 2回北東アジア地域国際交流 ･ 協力地方政府サミッ ト (平成 1 9年 1 0月 ) で採択された ｢環境交流

宣言｣に基づき 、 平成22年5 月 に韓国江原道で開催された ｢第2回北東アジア環境保護機関実務者協

議会｣に参加し 、 海岸漂着物が日本海沿岸地域に共通する環境問題の一つとして共通認識し 、 円 滑な

処理と効果的な発生抑制について検討することを提案し 、 各地域の賛同を得た 。



【環境教育推進事業】

1 こどもエコクラブ活動支援補助金

環境を大切にする心と行動力の育成を図ることを 目 的としたこどもエコクラブが実施する様々な環

境活動 ･ 学習に対して助成する市町村に対して補助を行った 。 (平成22年度支援 : 7 0クラブ)

2 こどもエコクラブ交流会

県内のこどもエコクラブの活動を発表し 、 クラブ同士の交流やクラブ活動の PRを行う交流会を開

催した 。 (平成22年度開催地 : 北栄町)

【 とっと り環境ネットワーク支援事業】

｢とっとり環境ネットワーク｣の環境活動等を支援し 、 県民と協働して環境先進県を推進した 。

<支援した内容>

1 実施事業

① ｢ と っ と り 環境デー｣ と っ と り 地球生物サ ミ ッ ト i n よ な どの開催

②環境学習出前教室の実施

③アイ ド リ ングス ト ッ プ啓発の活動

④エ コ カ フ ェ の実施

2 ｢とっと り環境デー｣広報事業など

上記とっと り環境デー実施事業を周知するポスター、 チラシの作成のほか 、 各種実施事業に

係る検討を行う世話役会や会員の情報交換及び交流を推進する全体会の開催等の運営経費

を支援した 。

3 とっと り環境教育 ･ 学習アドバイザー制度運用委託

環境教育の取組に対して指導助言を行うとっと り環境教育 ･ 学習アドバイザーの登録、 資質

向上研修等を 、 ｢とっと り環境ネットワーク｣ に委託実施した 。

【環境保全行政費】

1 鳥取県環境審議会 (委員30名 以内 )

(設置根拠 : 鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例)

平成22年度は 、 全体会を3回 、 廃棄物 ･ リサイクル部会など部会を 1 4回開催した 。

2 公害紛争処理 (公害審査委員候補者1 2名 )

(根拠 公害紛争処理法)

平成22年度は該当がなかった 。

3 環境衛生 ･環境行政担当職員の研修

県外研修機関 (環境調査研修所等) に職員を派遣し、 資質の向上を図った 。

【環境影響評価推進費】

環境影響評価法及び鳥取県環境影響評価条例に基づき 、 大規模開発事業の実施に伴い 、 事業者

が行う ｢環境影響評価｣ に対し 、 適切な指導 ･ 助言を行うこととなっている 。

なお平成22年度は 、 新規の審査対象案件がなく 、 ｢環境影響評価審査会｣ は開催されなかった 。



【環境にやさしい県庁推進事業】

既にISO 1 400 1 の認証取得をしている本庁及び各総合事務所 (東部総合事務所福祉保健局及び

西部総合事務所福祉保健局を含む 。 ) の環境管理システムを維持管理し 、 県の事務事業に伴う環境

負荷の低減、 環境施策の推進に努めた 。

平成 1 9年度から実施している内部環境監査への県民オブザーバーの参加も引き続き実施した 。

なお 、 平成2 2年 1 1 月 1 8 日 から 1 9 日 にかけて定期審査を受審し 、 1 2 月 2 1 日 に登録の継続が認め

られた 。 (審査登録機関 : (財 ) 電気安全環境研究所)

【アイドリングストップ推進事業】

｢鳥取県地球温暖化防止条例｣で定めるアイドリングストップ認証制度について 、 宣言者及び推進事

業所に対して認証を実施し 、 運動を推進した 。

アイドリングス トップの認証状況

平 成 2 1 年 度 末

認証数の

平 成 2 2 年 度

認証数 (2)

平 成 2 2 年 度 末

認証数 ( 1 ) + (2)

次世代プ ロ グラム

目標値 (H22)

駐車時等エ ンジ ン
停止宣言者 = , 499名 1 , 822名 1 3 , 32 1 名

駐車時等エ ンジ ン
停止推進事業所
(従業員)

1 , 1 41事業所

(1 6, 638名)

1 7 1 事業所

は 1 33名 )

1 , 3 1 2事業所

(1 7 , 771 名)
9の事業所

人数 (計 ) 28 , 1 37名 2 , 955名 3 1 , 092名 35 , 鯛3名

【電源立地地域整備費】

原子力発電の関連施設が立地している地域に隣接してじ 、る市町村 (鳥取市 (佐治町) 及び三朝町)

に対して 、 電源立地地域対策交付金を交付し 、 地域活性化事業を行うことによ り 、 地域振興に寄与し

た 。 (事業費 7 1 ,6 1 8 , 7 22 円 ( 国 1 0/ 1 0 ) 事務費を含む 。 )

【鉱業権設定出願協議】

国 ( 中国経済産業局 ) に鉱業権設定の出願があった場合 、 鉱業法第24条に基づき国は県知事に対

して協議を行う 。 これを受け 、 出願内容について県の関係機関及び関係市町村の意見をと りまとめ 、

国へ回答を行う 。 平成22年度は出願なし 。

【鳥取発バスロケーション ･ 検索システム構築事業】 (平成2 1 年度から繰越 : 交通政策課に配当替え )

県内で運用 中のバス経路探索システム ｢バスネッ ト ｣ システムの機能拡充としてロケーションシステ

ムを構築するため 、 県東部を運行する路線バスを利用 して実証実験を行う とともに 、 高齢者や小学生

等が利用しやすい多機能バス停の開発を行った 。



9 予備費の充用調べ 該当な し

1 0 繰越関係調べ

( 1 ) 継続費逓次繰越調べ 該当な し

( 2 ) 繰越明許費調べ

科 目 事 業 名 金 額 翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳

繰 越 理 由既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源

国 庫 その他 国 庫 繰入金

衛生費

環境衛生費
環境保全費

E V タ ウ ン推進事
案費

45 , 206 , 000 3 0 , 000 , 000 23 , 1 6 6 , 000 6 , 834 , 000
事業者の年度内の設置事業完了が困難 と な っ たため。

衛生費

環境衛生費
環境保全費

と っ と り 発グ リ ー
ンニユ一丁一 イ ー′し
基金事業

295 , 057 , 000 28 , 77 9 , QOO 28 , 7 7 9 , 000 市町村が実施する一部の事業が計画変更によ り 年度内の事業完了が
困難 と な っ たため。

合 計 340 , 263 , 000 58 , 77 9 , 000 0 . ‐ O O 5 1 , 945 , 000 6 , 834 , 000

( 3 ) 事故繰越調べ

科 目 事 業 名
支出負担
行為額

左の内訳
支出負担
行為予定額

翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳

繰 越 理 由
支出済額 未開額

既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源

国 庫 その他 国 庫 その他

衛生費

環境衛生費
環境保全費 環境にや さ し い L

E D 照明導入促進

事業費

1 3 , 946 , 375 1 2 , 807 , 875 1 , 1 38 , 500 1 , 1 38 , 500 1 , 1 38 , 500 東 日 本大震災の影響に
よ り 理容所本体の工事
が遅延 し 、 それに伴い
L E D の設置工事の年
度内完了が困難 と な っ
たため。

1 1 収入証紙取扱額調べ 該当な し



1 2 収入事務処理状況調べ

( 1 ) 分担金及び負担金 該当な し

く 2 ) 使用料 該当な し

く 3 ) 手数料 該当な し

く 4 ) 財 産 収 入

収 入 科 目
件数 調定金額 収入済額

不 納

欠 損 額

収 入

未 済 額
根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

財産貸付収入
財産貸付収入 日 本原子力機構への土地貸与料 JTI. 1 34 , 848 1 34 , 848 O O

計 (節 ) / 1 34, 848 1 34 , 848 O O

利子及び配当金

利子及び配当金 、;
･1 7 5 , 993 , 439 5 , 9 9 3 , 439 O O 鳥取県地域環境保全基金利息

利子及び配当金 .･ ′ ‐.･ミ メ
2 652 , 2 1 1 652 , 2n O O とっとり発グリーンニューディール基金利息

計 (節 ) / 6, 645 , 650 6 , 645 , 650 O O

本庁執行分計 ( 目 ) / 6, 780 , 498 6 , 7 80 , 498 O O

出納機関執行分計 ( 目 ) / O O O O

合 計 / 6 , 780 , 498 6 , 780 , 49 8 O O

(単位 円 )

( 5 ) 寄付金 該当な し

( 6 ) 諸 収 入

収 入 科 目
件数 調定金額 収入済額

不 納

欠 損 額

収 入

未 済 額
根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

雑入
雑入

非常勤雇用保険料 増I■ 20 , 294 20 , 294 O O な し

過年度給与返納金 6 477 , 239 477 , 23 9 O O な し

財団法人 自治総合セ ンタ ー

(環境保全促進事業助成金)
JTI. 200 , 000 200 , 000 O O

自 治総合セ ンタ ー

｢環境保全促進助成
事業実施要綱｣

計 (節 ) 8 697 , 5 33 697 , 533 O O

本庁執行分計 ( 目 ) 8 697 , 533 697 , 533 O O

出納機関執行分計 ( 目 ) / 40, 265 40 , 265 O O

目 計 / 737 , 798 737 , 7 98 O O

合 計 / 737 , 798 737 , 7 98 O O

(単位 円 )

( 7 ) 現金の取扱状況 該当な し



1 3 税外収入未済額調べ ‐該当な し
- ,

1 4 未収金回収促進のための取 り 組み状況 該当な し
. ･ . . ｣

1 5 税外収入不納欠損額調べ 、 該当 な し

1 6 債務負担行為の状況調べ

事業名 種別

設定状況
当該事業の
契約額等

執行状況

備考
議決 期 間 限度額

設定年度の

執行額
A

債務負担行為の期間 合 計

A + B
2 1 年度までの
執行額

22年度執行額 23年度以降の
執行予定額

計
B

平成 2 1 年度
鳥取県庁 I SO 1 400 1
審査登録委託

委託料 H2 1 . 3
平成22年度から
平成23年度まで

1 , 280 , 000 1 , 0 1 6 , 750 508 , 3 75

も

254 , 1 88 254 , 1 87 508 , 3 75 1 , 0 1 6 , 750

平成 2 2 年度
E V タ ウ ン推進事

案費
借上料 H22 . 3

平成23年度から

平成27年度まで
1 7 , 820 , 000

4 , 609円/ 日
× 3 合 一

2 , 360 , 062 1 7 , 820 , 000 1 7 , 820 , 000 20 , 1 80 , 062

合 計 1 9 , 1 00 , 000 2 , 868 , 43 7 O 254 , ,1 88 1 8 , 074 , 1 8 7 1 8 , 328 , 3 75 2 1 , 1 96 , 8 1 2

: 円



1 7 負担金、 補助金、 交付金及び委託料支出状況調べ

( 1 ) 負 担 金
(単位 円 )

予 算 科 目
( 目 )

予算額 区分 負 担 金 の 名 称 支 出 先 負担率 支出年月 日 支出金額
支出の根拠法令名等

(規約、 要領等を含む。 )
備 考

(環境保全費)

支出金額が1 0万円
未満の も の / 1 0, 000

本庁執行分計 / ぐ 1 0 , 000

出納機関執行分 / 0

目 計 / 1 0, 000

合 計 / 1 0, 000



( 2 ) 補助金

予算科 目 ( 環境保全費

、
.･′

補助金等の名称

交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日 葬月 舌
頼の確定

年 月 日
支出の状況

備 考交付 申請

年 月 日 葬月 百
検 査

年 月 日

概算払

精算払

の別

支出年月 日 金 額

事 業 の 内 容

補 助 率

及 び

補助金額

交付決定

年 月 日

実績報告

年月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

鳥取県環境にや さ し いLED
照明導入促進事業費補助金
(地域連携型)

[H22明許繰越] 北栄町

部

9 , 300 , 000

22 . 5 , 28

精算 22 . 6 . 4 4, 6 50 , 00O
国庫 (地域活性
化 ･ 経済危機対
策臨時交付金 )

( 22 . 3 . 3 )
22 . 3 . 23

22 , 4 . 30

市町村が、 地元企業や地区
と 連携す る な ど し て 、 防犯
灯、 公園照明な どに対 し て
市町村が直接実施、 も し く
は地区等に補助す る金額に
対 して助成す る

1 / 2

上限額 1 0 , 00O
千円

4 , 650 , 000

( 22 , 3 . 1 0 )
22 , 3 . 3 1

22 , 5 , 1 8

本庁執行分計 / / / / / / / 4, 650 , 00O

出納機関執行分 / / / / / / / 0

国 補 分 計 / / / / / / / 4, 650 , 000

表の補足脱明
1 ｢交付 申請年月 日 ｣ 及び 『交付決定年月 日 ｣ 欄の く ) 書 きは、 変更に係る も のの 当 初の年月 日 で あ る 。

2 翌年度繰越分の期間 ･ 繰越事業費 を ｢備考｣ 欄に記入す る場合の く ) 響 き は補助金相 当額で あ る 。

(単位 円 )補 分

(単位 円 )② 単 県 分

補助金等の名称

(補助金の創設年度) 交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日 簗月 舌
額の確定

年 月 日
支出 の状況

備 考交付 申請

年 月 日 葬頑
検 査

年 月 日

概算払

精算払

の別

支出年月 日 金 額

事 業 の 内 容

補 助 率

及 び

補助金額

交付決定

年 月 日

実績報告

年月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

と っ と り 環境ネ ッ ト ワ ー ク
支援事業補助金

(平成 1 8年度創設)

と つ と り

環境ネ ツ
ト ワ ーク

!

2 , 93 1 , 208 23 . 4 . 2 1

纜嚼
22 , 4. 23

23 . 4 , 2 8

3 , 9 30 , 000

△ 亀 1 3 8 , 062

( 22 , 3 . 2 6)

22 . 9 . 2 7地球温暖化防止活動な ど環
境活動の実施団体等の集ま
り で あ る ｢ と つ と り 環境
ネ ッ ト ワ ー ク ｣ が環境立県
を 目 指 し て実施す る活動に
対す る補助

補助率
4/5 , 1 0/ 1 0

2 , 7 9 1 , 9 38

( 22 . 4 . 1 )

22 . 9 , 29 23 . 4 . 1 8 23 . 4 . 1 9

鳥取県環境にや さ し いLED
照 明導入促進事業費補助金
(企業連携型 )
(平成2 1 年度創設)

各種 L E D 製造事業者が新
たな分野にチ ャ レ ン ジす
る 、 も し く は先進的な L E
D 照明 を開発 し 、 その普及
計画 を作成 し て モデル的に
導入す る経費に対 し て助成

ア ロ ー産

業㈱
外 4 社 :

23 , 572 , 400 22 . 7 . 1 6 22 . 1 0 . 1 2 23 , 5 . 1 0 外

精算

精算

精算

精算

23 . 3 , 1 5

23 . 5 , 1 9

23 . 5 . 20

23 . 5 . 24

559 , 000

4 , 3 60 , 6 66

1 66 , 00O

1 , 6 3 2 , 6 3 2

翌年度繰越額

( 1 , ' 38 , 500)

22 , 8 . 3 1 外 23 . 3 , 3 1 外 23 . 4 . 1 4 外1 / 3

上限額5 , 000千
円

7 , 856 , 7 9 8

22 . 1 0 . 1 外 23 , 4 , 1 外

鳥取県環境にや さ し いLED
照 明導入促進事業費補助金
(地域連携型 )
(平成2 1 年度創設) 北栄町

倉吉市

境港市
部

1 1 , 926 , 904 22 . 7 . 1 6 23 . 5 . 2 外 精算

精算

精算

23 . 5 . 1 6

23 . 5 . 1 6

23 , 5 . 1 6

1 , 7 8 7 , 0 7 7

1 , 1 44 , 500

3 , 03 1 , 000

( 22 . 7 . 20外 )

22 , 1 0 , 1 2 外 23 . 3 . 3 1 外市町村が、 地元企業や地区
と 連携す る な ど し て 、 防犯
灯 、 公園照明 な どに対 し て
市町村が直接実施、 も し く
は地区等に補助す る経費に
対 し て助成

1 / 2

上限額1 0 , 00O
千円

5 , 962 , 5 7 7

(22 . 8 . 3外 )

22 . 1 0 . 2 T 外 23 , 4 , 1 5 外 23 . 4 . 1 8外

住宅用太陽光発電等導入促
進補助金

(平成2 1 年度創設)

住宅用太陽光発電シス テム
を導入す る個人に対 し て 、
市町村 と 連携 し て支援

鳥取市外
1 2市町村 全部

1 7 8 , 39 8 , 026

23 , 3 , 1 4 外

精算

精算

23 . 3 , 22

23 , 5 , 1 7

1 , 5 50 , 00O

1 1 7 , 3 7 7 , 000

( 22 , 4 , 9外 )

22 . 8 . 5外2 / 3

1 1 8 , 927 , 000 ( 22 , 5 , 1 0外 )

22 . 9 . 3外

23 . 2 . 4 外 23 . 3 , 1 1 外



(単位 円 )② 単 県 分 (続き )

補助金等の名称

(補助金の創設年度) 交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日 薹月 舌
額の確定

年 月 日
支出の状況

備 考交付申請

年 月 日 葬月 斉
検 査

年 月 日

概算払

精算払

の別

支出年月 日 金 額

事 案 の 内 容

補 助 率

及 び

補助金額

交付決定

年 月 日

実績報告
年月 日

審査 ･ 実地
調査年月 日

グ リ ー ンニューデ ィ ール市
町村補助金
[H22現年分]

(平成21 年度創設)
米子市外

8 件

H22現年分

274 , 309 , 237

2 1 . 8 . 28 23 . 4 . 28外

算無算算第算精糖精糖精糖
23 . 3 . 1 8

23 . 3 . 1 5

23 . 5 . 1 3

23 . 5 . 1 7

23 . 5 . 27

23 . 5 . 2 7

1 4 , 000 , 000

1 6 , 885 , 050

26 , 22 1 , 000

1 28 , 0 1 3 , 900

55 , 2 1 6 , 000

5 , 1 94 , 287

翌年度繰越額

(28 , 779 , 000)

( 22. 4 . 1 4外)

23 . 3 . 25外
｢ と っ と り 発グ リ ー ン
ニ ューディ ール基金｣ を活
用 し 、 平成24年 3 月 3 1 日 ま
でに 、 市町村において実施
す る地球温暖化対策等の取
組を支援 し 、 当面の雇用創
出 を 中長期的に持続可能な
地域経済社会を構築する 。

(補助率1 0/ 1 0)

H22現年分

274 , 309 , 23 7

( 22 . 5 . 1 3外)

23 . 3 . 3 1 外 23 . 4 . 8外 23 . 4 . 25外

グ リ ーンニ ューディ ール市
町村補助金
[H22明許繰越分]

(平成2 1 年度創設)
鳥取市外

3 件

,

H22明許繰越分

82 , 593 , 445

2 1 . 8 . 28 22 . 1 0 . 1 3外

精算

精算

精算

精算

22 . 7 . 27

22. 1 0 . 22

22 . 1 0 . 26

23 . 1 . 1 1

4 , 784 , 345

30 , 1 40 , 00O

3 1 , 560 , 000

1 6 , 1 09 , 1 00

( 2 1 . 1 2 . 1 5外)

22 . 3 . 24外(補助率1 0/1 0)

H22明許繰越分

82 , 593 , 445

｢ と っ と り 発グ リ ーン
ニューデ ィ ール基金｣ を活

用 し 、 平成24年 3 月 3 1 日 ま
でに 、 市町村において実施
する地球温暖化対策等の取
組を支援 し 、 当面の雇用創
出 を 中長期的に持続可能な
地域経済社会を構築す る 。

( 22 . 2 . 28外)

22 . 3 . 3 1 外 22 . 9 . 1 7外 22 . 9 . 22外

電気 自動車充電設備導入推
造補助金

(平成22年度創設)

電気 自動車 (EV) の普及を推
進す るため、 事案者、 市町
村が整備する EVの充電設備
の整備経費に対 して助成す
る 。

智頭石油
㈱、
琴浦町、

南部町、
岩簔町

外 1 0 件 ;:･
2 1 , 1 1 4 , 563

22 . 7 . 7外 23 . 5 . 1 3外

精算

精算

精算

精算

23 . 5 . 20

23 . 5 . 24

23 . 5 . 24

23 . 5 . 24

1 36 , 1 93

3 , 000 , 000

1 , 920 , 400

1 , 635 , 1 75

新規

翌年度繰越額

(30 , 000 , 000)22 . 7 . 8外 22. 7 . 3 1 外
1 /2 、 2/3 9
補助対象限度

幣町村
3 , 000千円

民間事案者
1 , 500千円

H22交付決定額

(H23への繰越
含む)

9 , 863江 9 1

22. 7 . す 2外 23 . 5 . 1 2外 23 . 5 , 1 3外

本庁執行分計 / / / / / / / 469 , 2 1 5 , 2 63

出納機関執行分 / / / / / / / 3, 204, 863

各総合事務所生
活環境局

単 県 分 計 / / / / / / / 472, 420 , 1 26

裏の補足説明
1 ｢交付申請年月 日 ｣ 及び r交付決定年月 日 ｣ 棚の く ) 書きは、 変更に係る も のの 当初の年月 日 で ある 。

2 翌年度繰越分の期間 ･ 繰越事業費を ｢備考｣ 欄に記入する堝合の ( ) 書 きは補助金相 当額で あ る 。

( 2 ー 2 ) 補助金 (他課か ら予算の配当替え を受けて執行する も の ) 該当 な し



( 3 ) 交付金

予算科 目 ( 環境保全費 )

補助金等の名 称

交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日

着 手

年 月 日

額の確定

年 月 日
支出の状況

備 考交付 申請

年 月 日

完 成

年 月 日

検 査

年 月 日

概算払

精算払

の別

支出年月 日 金 額

事 業 の 内 容

補 助 率

及 び

補助金額

交付決定

年 月 日

実績報告

年 月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

鳥取県電源立地地域対策交
付金

三朝町

鳥取市 全部
7 1 , 49 9 , 300 22 . 6 . 1 5外 23 . 4 . 2 7

概算

概算

概算

精算

23 . 3 . 1 8

23 , 3 . 1 8

23 . 3 . 1 8

23 . 5 . 1 0

3 1 , 4 8 5 , 200

6 , 9 39 , 600

22 , 8 58 , 000

1 0 , 2 1 6 , 50022 , 5 , 7外 23 . 1 2 . 20外 23 . 3 . 22外

発電用施設の立地円滑化に
資す る た め 、 市町村に対 し
補助 を行 う 。

(補助率 : 定額 )

7 1 , 499 , 300

22 . 9 . 6外 23 . 1 . 1 7外 23 . 3 , 1 8外

本庁執行分計 / / / / / / / 7 1 , 49 9 , 300

出納機関執行分 / / / / / / / 0

国 補 分 計 / / / / / / / 7 1 , 49 9 - 300

( 単位 円 )

② 単 県 分 該当 な し



( 4 ) 委託料

予算科 目 ( 目 ) 四捕

単県

の別

委 託 料 の 名 称

委託契約の

相 手 方

当 初 契 約 入 札 等

年 月 日

(契約保証金

納付等年月 日 )

完 了

年 月 日

支 出 の 状 況

備 考

予定価格

(穿銭月 品) l 燈 銘 支出

区分

支 出

年月 日 金 額変 巨 契 約 (最終)

履行検査

年 月 日

(契約年月 日 )

契 約 額

契 約

期 間
契約形態

環境保全費
(H22明許繰越)

環境保全費
(H22明許繰越)

環境保全費 国委託金廟一顱
スマー ト タ ウ ン推進可能性

調査事業委託
㈱開発コ ンサル
タ ン ト

43 , 9 9 5 , 000 ( H22 .

43 , 99

8 .

, 0

H22 . 8 .

. 2 . 28 ( 免除) 23 . 2 . 2 8 精算 23 . 3 . 29 43 , 9 95 , 000

0契約形態 : 公募型プ ロ ポーザル
0積算方法 : ①複数の見積書の比較
によ り 積算

随

23 . 3 . 1 6

r緑の分権改革｣ 推進事業
(北栄町) 業務委託

北栄町

44 , 820 , 00O ( H2

44 , 2

. 1 1 )

, 000

H2 2 . 8 . 1 1 ~

23 . 3 . 1 0 ( 免除) 23 . 3 . 1 0 精算 23 . 3 . 29 44 , 0 1 3 , 1 1 7

0予定価格の積算方法 : ⑤園内示額

0随意契約の理由 : 総務省委託事業
の事業計画に基づ く

随

23 . 3 . T 6

r緑の分権改革｣ 推進事業

(鳥取市) 業務委託

鳥取発バス ロ ケーシ ョ ン ･
検索 システム開発業務委託

と つ と り 環境教育 ･ 学習ア
ドバイザー制度運用業務委
託

州取市

一

と つ と り 環境
ネ ッ ト ワーク

9 , 3 70 , 00O 2 2 . 8 . 1 7 )

3 70 , 000

H22 . 8 . 1 7 ^】

23 . 3 . 1 0 ( 免除 ) 23 . 3 . 1 0

碑三一観翻
23. 3 . 29

ー

蓼袋な1r

8 , 820 , 000

5 , 05 4 , 3 4 8

5 , 723 , 5 7 7

600 , 000

乙さ 324 . 69 6

0予定価格の積算方法 : ⑤園内示額

0随意契約の理由 : 総務省委託事業
の事業計画に基づ く

(交通政策課へ配当替え )

(交通政策課へ配当替え )

新規

600 , 0 0O

( H22 . 9 . 1 3 )

600 , 000

三
H22 ‐ もま汚“

随

(免除)

23 . 3 . l 6

随

23 . 4 . 22

環境保全費 単眼 鳥取県庁 I S O 1 4 0 0 1
定期審査菜務委託

(財) 電気安全
環境研究所

2 , 606 , 625

( H2 1 .

1 , 0 1

9 . 2 9

, 75

、,′

24 . 1 . 3 1 ( 免除 ) 22 . 1 2 . 20 精算 23 . 1 . 20 254謡 88 債務負担行為

一般

23 . 1 . 4

環境保全費 単県
環境家計簿記録w e b シス
テム保守管理業務委託

ク ポタ システム
開発株式会社

営業本部 東 日
本営業部

756 , 000

( H2 2 . 3 .

7 5 6 , O

1 ) H2 2 . 4 . 1 ･】

23 . 3 . 3 1 ( 免除) 23 . 3 . 3 1 精算 23 . 4 . 1 1 75 6 , 00O

随

23 . 4 . 1

環境保全費 単県 TEAS II 種審査業務委託

(有) 松本建設

[初回審査] @ 1 00 , 000円/事業所
[定期 ( 5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4 , 000円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 500円/事業所
[交通費] @2 , 000円/事業所

(H22 . 4 . 1 2 )

[初回審査] @ 1 00, 000円/事業所
[定期 ( 5 T 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円 /事業所
[交通費] @4, 000円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 500円/事業所
[交通費] @2 , 000円/事業所

22 . 4 . 1 2~

23 . 3 . 3 1
(免除)

23 , 2 . 2 1

2 3 . 3 . 7

糟算 23 . 3 . 3 1 7 1 1 , 000 0予定価格の積算方法 : ⑤

T E M研究所

[初回審査] @ 1
[定期 ( 5 1 人以
[交通費] @4 , O
[定期 ( 50人未

[交通費] @2 , O

00 , 000円/事業所
上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
00円/事業所
満) ] @37 , 500円/事業所
00円/事業所

(H22 . 4 . 1 2 )
[初回審査] @ 1 00 , 000円/事業所
[定期 ( 5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4 , 000円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 500円/事業所
[交通費] @2 , 000円/事業所

22 . 4 . l 2~

23 . 3 . 3 1
(免除)

23 . 3 . 3 1 精算 23 . 5 . 20 2 , 200 , 000 0予定価格の積算方法 : ⑤

( H22 . 8 . 27 )
[臨時審査] @7
[交通費] @4 , 0

, 000円/事業所
0円/事業所

随 23 . 4 . 2 7

鳥取環境大学

[初回審査] @ l 00 , 000円 /事業所
[定期 (5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4, 000円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 500円/事業所
[交通費] @2 , 000円/事業所

( H22 . 4 . 1 2 )

[初 回審査] @ 1 00 , 000円 /事業所
[定期 ( 5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4 , 000円/事業所
[定期 (50人未満) ] @37 , 500円/事業所
[交通費] @2 , 000円/事業所

23 . 3 . 3 1
(免除)

23 . 3 . 3 1

2 3 . 4 . 20

糒算 22 . 5 . 20 1 , 640 , 500 0予定価格の積算方法 : ⑤



( 4 ) 委託料

予算科 目 ( 目 ) 国補

単県

の別

委 託 料 の 名 称

委託契約の

相 手 方

当 初 契 約 入 札 等

年 月 日

(契約保証金

納付等年月 日 )

完 了

年 月 日

出 の 状 況

備 考

予定価格

(菱約鐇楊) I 巖 簡 支出

区分

支 出

年月 日 金 額変 超 契 約 (最終)

履行検査

年 月 日

(契約年月 日 )

契 約 額

契 約

期 間
契約形態

環境保全費 単県 ｢エ コ フ エ ス タ 2 0 1 0 ｣
金堀設営業務委託

株式会社 オー
ガナイ ズ

99 1 , 725

( H 2 . 1 0 . 1 5 )

9 1 , 425

H2 2 . 1 0 , 1 5~

22 . 1 1 . 5

22 . 1 0 . 8

( 免除) 22 . 1 1 . 2 精算 22 . 1 1 . 1 0 8 36 , 1 1 5

新規

( H22 . 1 0 . 22 変更契約 (必要物品増加に よ る増額)

l 3 6 , 1 1 5

随

22 . = . 2

環境保全費 単県 地球温暖化防止推進事業案
務委託

N P O法人 E C

0 フ ューチ ャー

と つ と り (鳥取

県地球温暖化防
止活動推進セ ン
タ - )

6 , 500 , 00O

(H2 2 . 7 . 2 )

全体額6 , 500 , 000円の う ち 、 3 , 500 , 000円

22 . 7 . 2 ^)

23 . 3 . 3 1 ( 免除) 23 . 3 . 3 1 概算

概算

22 . 8 . 1 7

23 . 1 . 26

3 , 09 8 , 6 92

40 1 , 308

0予定価格の積算方法 ④予算額

0随意契約の理由
地方 自治法施行令第1 67条2第 1 項第2
号に よ る随

23 . 5 . 1 1

予定価格が20万
円未満の もの

72 , 80

本庁執行分計 1 1 7 , 8 52 , 029

出納機関執行分計 0

目 計 1 1 7 , 8 52 , 029

合 計 1 1 7 , 8 52 , 029

予算科 目 ( 目 ) 国補

単県

の別

委 託 料 の 名 称

委託契約の

相 手 方

当 初 契 約 入 札 等

年 月 日

(契約保証金

納付等年月 日 )

完 了

年 月 日

出 の 状 況

備 考

予定価格

(菱約鐇槻) I 搦 簡 支出

区分

支 出

年月 日 金 額変 員 契 約 (最終)

履行検査

年 月 日

(契約年月 日 )

契 約 額

契 約

期 間
契約形態

労政総務費 単県 地球温暖化防止推進事業業
務委託

N P O法人 E C
0 フ ユーチ ヤー

と つ と り (鷹取
県地球温暖化防

止活動推進セ ン
タ ー)

6 , 500 , 000

(H22 . 7 . 2 )

全体額6 , 500 , 000円の う ち 、 3 , 000 , 000円 23 . 3 . 3 1 ( 免除) 23 , 3 . 3 1 概算

概算 23 . 1 . 26

2 , 3 7 5 , 66 6

624 , 3 34

0予定価格の積算方法 ④予算額

0随意契約の理由

地方 自治法施行令第1 67条2第 1 項第2
号に よ る

随

23 . 5 . 1 1

予定価格が20万
円未満の も の 29 , 2 68

本庁執行分計 3 , 029 , 268

出納機関執行分計 0

日 計 3 , 02 9 , 2 6 8

合 計 3 , 029 , 268



1 8 工事請負費調べ

国補

県単

の別

科 目

( 目 )

工 事 名

当 初 入札等年月 日

(契約保証金

納付等年月 日 ) 請負人

支 出 氏 況

完 成

年 月 日

変更

(解除)

の理由

･ 内容

備 考支出

区分

年月 日 金 額
盤工簿月最) l (群舞月晶) L≧ 期

変重 く最終)

契約形態 履 行 検 査

年 月 日

(変更年月 日 )

設 計 額

(契約年月 日 )

契 約 額

工 期

単県 環境保全費 県庁舎電気自動車急速充電
器設置工事

、、、、

3, 牢46 , 1 00

＼
＼

営繕課に配当替え

; ′ しも

、

単県 環境保全費 西部総合事務所電気 自動車
急速充電器設置工事

-

. , .- ｣、、Y
4, 200 , 000 ＼

営繕課に配当替え

大 き･
、

単県 環境保全費 西部総合事務所駐車場の L
E D 照明工事

.-

~、、、

2, 1 00 , 000

＼
＼

営繕課に配当替え
℃ &

、

単県 環境保全費 鳥取聾学校の L E D 照明工
事

1 , 593 , 900

＼
＼

教育環境課に配当替
え

、

単県 環境保全費

｢番T
執行分計

出納機関
執行分計

目 計

合 計

図書館の L E D 照明工事

霊
ー

-

2, 064 , 300

1 3 , 404 , 300

0

1 3 404 300

1 3 , 404 . 300

＼

ト

ト

＼

図書館に配当替え

営繕課等か ら の令達
を含む n

･

、

1 8 - 2 他課か ら の配当 を受けて執行 した工事請負費調べ 該当 な し



1 9 財産に関する調べ

( 1 ) 公有財産

ア 土 地

行政 ･
普通財産
の区分

機関又は
施設の名称

所 在 地

前年度末 ‐ 本年度異動状況 本年度末

備 考
面積 (而) 価額 (円 ) 馨 異動 日 烈彎 鰹醉 増減理由

登 記

年月 日
面積 (甫) 煙円謬

行政財産
雨滝地内旧産業廃
薬物処分場跡地

鳥取市国府町雨滝 58 , 9 1 6 . 58 ･ 不明
増加 H

-

H

58 , 9 1 6 . 58 不明 H5取得 ′
減少 H H

普通財産
(元) 倉吉農業高
等学校 (演習林)

東伯郡三朝町大字
木地山字内礼谷
1 240‐4

4 , 8 1 6 . 00 ｣ 不明
増加 ･ H

4 , 8 1 6 . 00 不明 ‐
H 1 8総務部よ り
引 き継ぎ減少 H H

合計 63 , 732 . 58 // / 63 , 732 . 58

(平成23年3月 3 1 日 現在)

イ 建 物 該当な し

(平成23年3月 3 1 日 現在 )ウ 山 林

行政 ･

普通財産
の区分

土地の

権利区分
機関名又は
施設名等

所在地

土 地 の 面 積 等 立 木 の 推 定 蓄 積 量

備考前年度末
面積 (祠)

本年度異動状況 本年度末

離讓
前年度末
現在高

(祠)

本年度
中増減高

(.幅 )

本年度末
現在高

(祚)
増減
別

異動 日 馨 増減理由
登 記

年月 日

普通財産 県有
旧大山 ビ レ ッ ジ
計画土地

西伯郡大山町豊房 698 , 73 7 . 0O
増加 H

698 , 73 7 . 00 23 , 9 27 . 70 O 23 , 927 . 70
減少 H

合計 698 , 73 7 . 0O // / 698, 737 . 00 23 , 927 . 70 0 . 00 23 , 927 . 70

工 不動産売却等、 オ 財産の交換、 力 動産 (船舶 、 浮標、 浮桟橋、 浮きドック ･ 航空機) 該当なし

キ 物 権

区 分 前 年 度 末 (幅)
本 年 蔓 中 ( 甫)

本年度末 (甫)
登 記 又 は

登録年月 日
備 考

増 減

鉱業権
(採掘権
69号)

4,998 ,700 4 , 998 ,700

H 1 7 .3 月 に産業開発
課より 引継

鉱業権

(採掘権
70号)

9 ,80 1 ,700 9 ,80 1 ,700

合 計 1 4,800 ,400 O O 1 4 ,800 ,400

平成23年3月 3 1 日 現在)

ク ･ 無体財産権 (特許権、 著作権、 商標権、 実用新案権等) 、 ケ 有価証券 コ 出資による権利 該当なし



( 2 ) 郵券印紙の受払状況

ア 金券の受払状況

種 別 前年度末
本 年 度 中

本年度末 備 考
購 入 額 使 用 額

郵便切手及び郵便はがき

円

5 , 540

円

6 , 270

円

8 , 500

円

3 , 3 1 0

･

収入印紙 O O O O

収入証紙 O O O O

タ ク シークーポン券 O O O O

鉄道バス プ リ ペイ ドカー ド O O O O

合 計 5 , 540 6 , 270 8 , 500 3 , 3 1 0

前年度末未使用枚数
本 年 度 中

本年度末
購入枚数 使用枚数及び金額

鳥取ハイヤー協同組合 1 34枚 O
27枚 (使用中止1 枚含む)
30 ,750円

1 07枚

JCBタクシーチケット 55枚 O
9枚 (使用 中止1 枚含む)

7 ,970円
46枚

3 1 日イ

(平成 2 3 年 3 月 3 1 日現在)( 3 ) 基金

種 別 前年度末現在 本 年 度 中 本年度末現在 備 考
(円 ) . 増 (円 ) 減 (円 ) ( 円 )

･ 地 域 環 境 保 全 基 金

有価証券 40 1 , 88 9 , 6 8 6 25 6 , 237 , 433 26 1 , 5 94 , 003 39 6 , 533 , 1 1 6

現 金 1 1 0 , 3 1 4 26 1 , 5 94 , 003 256 , 23 7 , 43 3 5 , 466 , 884

合 計 ‐ 402 , 000 , 000 5 1 7 , 83鴇 436 5 1 7 , 83 1 , 436 402 , 000 , 000

･ と っ と リ 発グ リ ーンニューディ ール基金

現 金
892 , 3 1 8 , 000 652 , 2 1 1

(47 6 , 483 , 1 00)

27 , 73 6 , 744 865 , 233 , 467

( 出納整理期間中の取崩 23 .5 .20)

合 計 892 , 3 1 8 , 000 652 , 2 1 1 27 , 73 6 , 744 865 , 233 , 46 7

前年度末現在 本 年 度 中 本年度末現在

債 権 の 名 称
前 年 度 末

本 年 度 中
本 年 度 末

備 考増 減

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

普通財産
貸 付 料 ｣｢I･

円

303 ,3 1 5 O 円o . O

円

1 34,848 1

円

1 68 ,46 7 日 本原子力研究開発機構への土地貸与料

合 計 ｣｢I･ 303 ,3 1 5 O O O 1 34,848 1 1 68 ,46 7



20 財産の貸付け及び使用許可調べ

( 1 ) 土地及び建物
ア 土 地

行政 ･ 普通
財産の区分

貸 付
(使用許可)
目 的

所 在 地
数 量
又 は

面 ! 積

貸 付
(使用許可)
年 月 日

当初貸付
(使用許可)
年 月 日

貸 付
(使用許可)
期 間

貸付 (使用 ) 料 ( 円 ) 貸付 (使用許可 ) 先
備 考

単価
本年度の

貸付 (使用 ) 料 ′袋 剪

普通財産
･

計

△言辞

ウ ラ ン残土搬
出施設用地

東伯郡三朝町大字
木地山字内礼谷
1 240‐4

m2

4 , 8 1 6 H 1 8 . 6 . 30 H 1 8 . 7 . 1 H 1 8 . 7 . 1 ^〉

H24 . 6 . 30

年額

1 34 , 848 1 34 , 848

1 34 848

1 34 , 848

茨城県那珂郡東海村大字
村松 4 番 4 9
独立行政法人 ‐
日 本原子力研究開発機構

イ 建 物 該当 な し

( 2 ) 物品 ( 1 品 の取得価格が1 00万 円 以上の も の ) 該 当 な し

2 1 倍受不動産明細調 、 22 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調 、 23 自 動車の管理状況調 、 24 寄附物件の受納状況調 該当 な し

25 備品の処分状況調

. 品 名
(規格 ･ 銘柄)

塾
旦

(保管換年月 日 )

取得年月 日 爛
取得価格

揆 霜
年月 日

奮す雰
理 由

処 分 備 考
亮払 ･ 棄却
の別

. ‐売払方法 ･
棄却理由 聟自 省

売払額軒
処分費用

石油 フ ァ ン ヒータ ー “TI･ H 7 . 1 2 . 7 6 年 52 , 530円 H22 . 1 0 . 1 9 経年劣化によ り

使用に耐えない

棄 却 経年劣化によ り

使用に耐えない

H22 . 1 1 . 1 6 29 , 268 円

ガラス戸棚 ず.I H6 . 3 . 28 8 年 43 , 569 円

合計 2 96 , 099 円

26 現金 、 有価証券、 物品の亡失 、 損傷調 、 27 貸付金等状況調 該 当 な し

0 意見、 要望等 特にな し


